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70 歳雇用延長で働き甲斐が問われる日本！ 諸外国と
比べて低下した生産性の向上が問われている。少子
高齢社会に向けた対策を考えるための総合統計集。

地域経済、若者の就業、国の財政、社会保障、国民生活など、日本の「少子高齢社会」の
課題について考えるためのデータが満載。国際比較も拡充。
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人口 1人当たり国民医療費（2019年）

諸外国と日本の国民貯蓄率の推移
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幼児教育・保育の無償化による家計の実感

最新トレンドから都道府県別のデータまで幅広く網羅！
● 諸外国と日本の生産年齢（15 〜 64 歳）人口の推計
　 日本	 2020 年　7,482万人　➡　2050 年　5,366万人
　 アメリカ	 2020 年　21,514万人　➡　2050 年　23,176万人
　 ドイツ	 2020 年　5,392万人　➡　2050 年　4,520万人
　 フランス	 2020 年　4,020万人　➡　2050 年　3,813万人
● 諸外国と日本の老年（65 歳以上）人口の推計
　 日本	 2020 年　3,592万人　➡　2050 年　3,988万人
　 アメリカ	 2020 年　5,505万人　➡　2050 年　8,481万人
　 ドイツ	 2020 年　1,817万人　➡　2050 年　2,404万人
　 フランス	 2020 年　1,355万人　➡　2050 年　1,881万人
● �2020 年の諸外国と日本の 65 歳以上の労働力率
　 日本 25.5％　アメリカ 19.4％　ドイツ 7.4％　フランス 3.4％
● 2021年、国と地方の長期債務残高の合計……1,210兆円
● �2021年、国と地方の長期債務残高の対 GDP 比……223％
● 2019 年度の国民医療費……44.4兆円
● 2019 年度の財源別の国民医療費
　 公費 38.3％　保険料 49.4％　その他 12.3％
● 人口1人当たりの国民医療費の推移
　 1990 年度 166.7千円 ➡ 2005 年度 259.3千円 ➡ 2019 年度 351.8千円
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年齢階級別、国民医療費（2019年度）



少子高齢社会に関する様々なデータがこの1冊にまとまった

三冬社ホームページには すべてのデータ集を掲載　https://www.santho.net/

マーケティング調査・企画提案・研究・経営改善のための必備図書

主な出典元：�内閣府/総務省/厚生労働省/文部科学省/法務省/財務省/（独）労働政策研究・研修機構/国立社会保障・人口問題研究所/その他団体・
企業等

A4判　2022 年 10月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-091-6

コロナ後の女性の暮らしと消費はどう変化するのか？
仕事や結婚の意識まで捉えた統計集。

女性の暮らしと生活意識
データ集 2023

A4 判　2022 年 6月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-086-2

新型コロナで大きな打撃を受けた観光経済！
地域経済の回復戦略のための豊富な統計データを集め
た資料集。

余暇・レジャー＆観光
総合統計 2022

A4 判　2022 年 4月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-084-8

男女の地位の平等感、男女の就業、賃金格差、家庭で
の役割など、「男女共同参画社会」に関するあらゆるデー
タを集録。

男女共同参画社会
データ集 2022

A4 判　2022 年 9月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-089-3

少子化・高齢化が進むニッポン！
数年後には、高齢者も減少する予想で、介護・看護サー
ビスの再構築のための豊富な資料を集めた統計集。

介護・看護サービス
統計データ集 2023
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4 人口動態-出生・死亡・
死産・婚姻・離婚

厚生労働省「令和3年（202
1）人口動態統計（確定数）

の概況」「令和3年（2021）
人口動態統計月報年計（概

数）の概況」「令和3年人

口動態統計（出産・死亡・
婚姻）年次」

1-4-1 出生・死亡・死産・婚姻・
離婚の年次推移（確定数）（

1947年～2021年）

図表

1-4-2 人口動態総覧（確定数）（2
020年・2021年）

図表

注：1） 出生・死亡・自然増減・
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娠満 22週以後の死産率は出産（
出生 +妊娠満 22週以後の死産）千対

の率である。

：2）年齢調整死亡率は、2015年モデル人口で算出して
いる。

出典：厚生労働省「令和 3年（2021）人口動態統計（確定数
）の概況」「令和 3年（2021）人口動態統計月報年計

（概数）の概況」

出典：厚生労働省「令和
3年（2021）人口動態統計（確定数

）の概況」「令和 3年（2021）人口動態統計月報年計
（概数）の概況」
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増減数 増減率 (%)

出　生 （人） 811,622 840,835 △29,213 △3.5 6.6 6.8

男
415,903 430,713 △14,810 △3.4 7.0 7.2

女
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首都圏・本社移転動向（2021年）
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5 首都圏・本社移転動向（2021年）
（株）帝国データバンク「特別企画：首都圏・本社移転動向調査（2021年）」

2-5-1 コロナ前から増加した首都圏からの転出先の道府県（上位13位）（2019年・2021年）

図表

0

10

20

30

40

50
（社）

（+26）
33

（+26）

（+9）
9

（+9）

0

（+7）
37
（+7）

（+7）
14
+7）

(+6)
13
+6)7

（+10）
14
+10）

4

（+14）
46
+14）

32

30

7 7

山梨県
兵庫県

茨城県
岡山県

宮城県
大阪府

北海道

0

10

20

30

40

50
（社）

（+5）
10

（+5）
5

0

0

（+4）
24
+4）

（+4）
20
（+4）

（+4）
6
+4）

（+4）
4
+4）

5

20

16

2

石川県
岐阜県

愛知県
静岡県

愛媛県
広島県

2021年

2019年

（注）（　）の数値は、2019年からの増加数。

2-5-2 転出先・転入元道府県（各上位10位）
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◦本社とは、実質的な本社機能（事務所など）が所在する事業所を指し、商業登記上の本店所在地と異なるケースがある。

◦首都圏の企業転出・転入は、首都圏内外をまたぐ道府県との本社移転を指しており、首都圏内での県境を跨ぐ本社移転は含まれない。
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3 社会保障関係費と税収の推移
財務省「日本の財政関係資料　令和4年10月」「日本の財政関係資料　令和2年7月」

3-3-1 社会保障関係費の増加と税収の減少（1990年度・2022年度）

図表

3-3-2 一般会計税収の推移（1987年度～2022年度）

図表

（注）括弧内は一般会計歳出に占める社会保障関係費の割合。

出典：財務省「日本の財政関係資料　令和 4年 10月」
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3-8-5 男女・年齢階級別、国民医療費（2019年度）
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3-8-9
都道府県

別、国民
医療費・

人口1人当
たり国民

医療費（2
019年度

）

図表

0
10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

（億円）

21,799

4,500

4,189

7,584

3,727

3,886

6,337

9,238

6,266

6,392 22,854

19,307 44,571

28,889

7,242

3,708

4,107

2,733

2,826

6,978

6,816
11,977

23,964

6,136

4,503
9,514 33,956

20,530

4,926

3,722

2,050

2,677

7,178

10,544

5,684

3,105

3,823

5,335

3,236 20,134

3,394

5,754

7,163

4,751

4,093

6,943

4,854
沖縄

鹿児島
宮崎
大分
熊本
長崎
佐賀
福岡
高知
愛媛
香川
徳島
山口
広島
岡山
島根
鳥取

和歌山
奈良
兵庫
大阪
京都
滋賀
三重
愛知
静岡
岐阜
長野
山梨
福井
石川
富山
新潟

神奈川
東京
千葉
埼玉
群馬
栃木
茨城
福島
山形
秋田
宮城
岩手
青森

北海道

0
100

200
300

400
500
（千円）

沖縄
鹿児島
宮崎
大分
熊本
長崎
佐賀
福岡
高知
愛媛
香川
徳島
山口
広島
岡山
島根
鳥取

和歌山
奈良
兵庫
大阪
京都
滋賀
三重
愛知
静岡
岐阜
長野
山梨
福井
石川
富山
新潟

神奈川
東京
千葉
埼玉
群馬
栃木
茨城
福島
山形
秋田
宮城
岩手
青森

北海道

全国 351.8
415.2

361.1

341.4

328.9
385.9

360.5

343.3

323.0

324.0

329.1

310.9

308.5

320.2

314.1

325.8

355.1

360.9

355.9

348.5

340.6

343.0

328.7

317.3

344.5

318.5

368.3

385.5

375.6

370.4

402.4

368.7

397.1

379.8

376.0

418.5

426.5

399.9

398.5

394.5

416.4

433.6

409.8

418.6

381.4

433.4

334.1

463.7

（注）1　都道
府県別国

民医療費
は、国民

医療費を
患者の住

所地に基
づいて推

計したも
のである

。

2　総人
口は、総

務省統計
局「人口

推計」（2019年 10月 1日現在
）による

。

国民医療
費

人口 1人
当たり国

民医療費

子どもを持つ事
と働き方

189

5

6

1

2

4
結
婚
・
仕
事
・
子
育
て
と

少
子
化
対
策

3

8 子どもを持つ
事と働き方

内閣府「令和3年度 人生100年時代における結婚・仕事・収入に関する調査 報告書」（インターネット調査）

2021年12月〜2022年1月調査、20歳以上70歳未満の国内在住のインターネット・モニター対象
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19 幼児教育・保育の無償化による保護者の施設利用意識
内閣府「幼児教育・保育の無償化の効果等の把握に関する調査研究 報告書（2022年3月）」（インターネット調査）

2022年1月〜2月調査、全国の20歳〜49歳の無償化対象の子を持つ保護者対象（回答数：3,281）

4-19-1 無償化により幼児教育・保育施
設に通いやすくなったか図表 4-19-2 施設に通わせる時期を早めたか図表
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その他

変わらない
少し
使いやすく
なった

使いやすく
なった

非常に使いやすくなった

全体
n=3,281

使いやすく
なった
計38.6％

11.5%

16.1%

11.0%57.6%

3.8%

その他

まったく
変化を
感じない

少し余裕が出たと感じる

余裕が出た
と感じる

非常に余裕が
出たと感じる

全体
n=3,281

余裕が出た
計61.1％

9.8%

17.9%

33.4%

36.1%

2.8%

4-19-5 無償化で支払いが不要となった
お金の主な使途図表 4-19-6 無償化による仕事時間の変化図表

その他

右記以外の生活費、貯蓄
貯蓄（子どもの
学費等の教育に
関する利用を想定）

子育ての費用や
教育費（習い事や
ベビーシッター代）

全体
n=3,281

24.1%

31.5%

39.1%

5.3%

非常に増えた
増えた

変化なし

減った

非常に減った

全体
n=3,281

2.3%
7.0%

82.1%

7.3%
1.3%
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5-3-1 金融資産保有額
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5-3-2 種類別、金融商品保有額
図表

注：1）運用又は将来の備え

3 シニア単身世帯の金融行動・老後の生活設計金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調査2021年」（単身世帯調査）（インターネット調査）
2021年9月調査、全国の20歳以上80歳未満で、単身で世帯を構成する者対象（有効回収数：2,500世帯）本調査では「金融資産」について、「定期性預金・普通預金等の区分にかかわらず、運用の為又は将来に備えて蓄えている部分とする。ただし、商・

工業や農・林・漁業等の事業のために保有している金融資産や、土地・住宅・貴金属等の実物資産、現金、預貯金で日常的な出し入れ・引落しに備

えている部分は除く」と調査票に表記している。

（単位：万円）
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8 70歳雇用延長制度に伴うシニア世代の働く意識
野村総合研究所「アフタコロナ時代に向けたシニア世代の意識・行動と今後の就労拡大に向けた提言（2021年7月8日）」（インタ

ーネット調査）2021年3月調査、全国の50歳から79歳の男女個人3,000名対象（男性：1,451名、女性：1,549名）

5-8-5 何歳まで働きたいか（男女・年齢別）

図表
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（歳）
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65.8

66.8
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女性 n=112

50～54歳 男性：
あと12.6年
女性：
あと11.8年

男性：
あと8.8年
女性：
あと8.8年

男性：
あと5.5年
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男性 n=141
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男性 n=96
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あと4.3年
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あと2.1年

男性：
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女性：
あと1.0年

71.3

74.1

78.0

71.3

74.8

78.7（注）就労中、求職中、潜在的求職者が対象
資料：野村総合研究所「『変わるシニア世代の就労意識・行動 2021年』調査」（2021年 3月）をもとに三冬社が作成

働きたいとは思わない

現在は求職活動を行っていないが、いずれは働きたいと思っている（潜在的求職者）
現在は働いていないが、求職活動をしている（求職活動中）

仕事をしている

全体
n=3,000 45.4%

1.8%

5.1%

47.6%

知らなかった

聞いたことはあるが、内容はよく知らない

内容をよく知っている

全体
n=3,000

19.3%

63.4%

17.3%

その他

ボランティア 0.1%

自営業
（自営業主及び家族従業者）

フリーランス・個人事業主
インターネット経由で受注する仕事

0.2%

組織に所属した臨時・短期の仕事
0.4%

パート・嘱託

正社員

n=1,363 45.2%

34.9%

7.9%

10.1%
1.2%

わからない

良い制度ではないと思う

どちらかと言うと良い制度ではないと思う

どちらかと言えば良い制度だと思う

良い制度だと思う

全体
n=3,000

23.8%

38.9%

13.0%

8.6%

15.6%

資料：野村総合研究所「『変わるシニア世代の就労意識・行動 2021年』調査」（2021年 3月）

をもとに三冬社が作成

資料：野村総合研究所「『変わるシニア世代の就労意識・行動 2021年』調査」（2021年 3月）

をもとに三冬社が作成

（注）5-8-1で「仕事をしている」と回答した者対象
資料：野村総合研究所「『変わるシニア世代の就労意識・行動 2021年』調査」（2021年 3月）

をもとに三冬社が作成

資料：野村総合研究所「『変わるシニア世代の就労意識・行動 2021年』調査」（2021年 3月）

をもとに三冬社が作成

70 歳雇用延長制度：改正高年齢者雇用安定法が 2021 年 4月より施行され、高年齢者就業確保措置を講じることが努力義務として企業に課せられる

ことになったことを指す。

5-8-1 就労状況
図表

5-8-3 70歳雇用延長制度の認知度

図表

5-8-2 就労形態
図表

5-8-4 70歳雇用延長制度の評価

図表
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6-1-4 諸外国と日本の生産年齢人口（15〜64歳人口）及び老年人口（65歳以上人口）の推

計（1980年〜2050年）

図表

（注）国連による推計。2020年以降は出生率・死亡率とも中位で推移した場合の予測値。

資料：UN（2019.6）World Population Prospects：The 2019 Revision
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